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資料 No.５ 



 

中央最低賃金審議会目安制度の在り方に関する全員協議会 

論点の中間整理（抄） 
 

平成 27 年５月 25 日 

２．議論の経過 

（３）目安審議の在り方について 

（略） 

○ 目安審議の時期について、10 月中の発効を目指して行われているが、企業

の経営計画を考え、4 月 1 日に発効できうる目安審議時期を検討すべきとの

意見があった。これに対し、現行の参考資料に基づく事実をベースとした審

議の方法では、改定時期が後ろ倒しになることから反対であるとの意見があ

った。ただし、最低賃金の引上げが一定の水準を達成することを念頭に行わ

れる場合は異なった考え方を取ることも可能であることから、目安審議の在

り方と合わせて検討すべき課題であるという意見があった。 
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最低賃金法（昭和三十四年法律第百三十七号）（抄） 

 
（地域別最低賃金の決定） 

第十条 厚生労働大臣又は都道府県労働局長は、一定の地域ごとに、中央最低

賃金審議会又は地方最低賃金審議会（以下「最低賃金審議会」という。）の調

査審議を求め、その意見を聴いて、地域別最低賃金の決定をしなければなら

ない。 

２ （略） 
 
（地域別最低賃金の改正等） 

第十二条 厚生労働大臣又は都道府県労働局長は、地域別最低賃金について、

地域における労働者の生計費及び賃金並びに通常の事業の賃金支払能力を考

慮して必要があると認めるときは、その決定の例により、その改正又は廃止

の決定をしなければならない。 
 
（地域別最低賃金の公示及び発効） 

第十四条 厚生労働大臣又は都道府県労働局長は、地域別最低賃金に関する決

定をしたときは、厚生労働省令で定めるところにより、決定した事項を公示

しなければならない。 

２ 第十条第一項の規定による地域別最低賃金の決定及び第十二条の規定によ

る地域別最低賃金の改正の決定は、前項の規定による公示の日から起算して

三十日を経過した日（公示の日から起算して三十日を経過した日後の日であ

つて当該決定において別に定める日があるときは、その日）から、同条の規

定による地域別最低賃金の廃止の決定は、同項の規定による公示の日（公示

の日後の日であつて当該決定において別に定める日があるときは、その日）

から、その効力を生ずる。 
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